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Executive Summary 
 

 我が国は世界でも も長寿な国の一つになったが、その理由として、医学の進歩と医療体制

の整備に加え、食生活が飛躍的な改善を遂げたことが挙げられる。更に、健康を維持して長寿

を目指すには、適切な食事と運動が重要である。一方、食品科学の分野では、 新の科学技術

を駆使して、食品成分の機能性と安全性が解明されてきている。健康であることは、個人の人

生を充実させるとともに、経済成長の基礎条件となり、増大する医療費の抑制に繋がり、社会

保障負担を軽減する方向に作用する。 

 我が国は、機能性食品の系統的研究プロジェクトを世界に先駆けて立上げ、特定保健用食品

制度の導入によって食品機能表示の制度化にいち早く取り組んだ結果、この分野の国際的なパ

イオニアとなったが、その後の科学技術の進歩は海外も含め著しいものがある。日本人の健康

保持に適合した食品の開発、また、知識集約型産業として日本が世界に貢献し得る産業の再構

築を産学官が力を併せて実施していくことが喫緊の課題である。 

 本研究会は、医学、栄養学、薬学を始めとして「食品機能」と「健康」の両分野に関連する

有識者から幅広い課題について 新情報の収集を行うとともに、機能性食品に関わる企業を対

象として実施したアンケートに基づき「「食品機能と健康」に関するアンケート」報告書をとり

まとめた（http://www.shafuku.jp/healthyfood/pdf/shokuhin_kino.pdf ）。更に、食品機能と

健康の分野における研究開発に関する諸外国の動向を調査した結果も踏まえて、我が国が今後、

具体的に取り組むべき研究開発プロジェクトの重点テーマを提言する。 

 これらの研究開発によって得られた科学的知見を、消費者に情報提供する手段のうち、 も

影響力が大きいのは、食品に付された健康表示である。我が国では、特定保健用食品がその代

表例であり、海外でも、健康表示の制度は確立しつつある。本報告書では、健康表示制度の国

際比較を行い、期待される消費者への情報提供という観点を踏まえて、今後取り組むべき課題

を示している。 

 なお、現在、法律で定義され、健康関連の表示が認められている特定保健用食品を含む特別

用途食品、栄養機能食品と法律で定義されていないいわゆる健康食品とを包括する用語は、健

康食品、「健康食品」、健康機能食品、健康志向食品など、多くの言葉が用いられているが、

統一された用語が定まっていない。 

 本報告書においては、2009 年に本研究会が実施したアンケートとその報告書に定義したと同

様に、下記の注記（※）の通り、包括した用語として機能性食品の用語を用いることとした。 

※注記：本報告書における機能性食品とは、下記を合わせたものを指す。 

１）特定保健用食品を含む特別用途食品 

２）栄養機能食品 

３）いわゆる健康食品 

 

第 1 章 国内外における関連研究プロジェクト 

Ⅰ．関連研究プロジェクトの国家予算とその内容 

 

機能性食品の研究は文部省（当時）特定研究の「食品機能の系統的解析と展開」として

1984 年に発足し、食品成分の吸収・代謝・生理機能を世界に先駆けて系統的に研究する画

期的なものとなった。この特定研究により、多くの食品成分が健康保持、疾病の改善・予防
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